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［要約］　東日本大震災において、避難所で生活関連物資が不足するという問題が発生した。本

稿では緊急救援物資の調達、供給ルートごとに、食料、飲料、生活必需品等がどのように供給

されたのか、茨城県の状況を、時間軸も含めて整理した。時間の経過とともに変化する需要に

対して、どの段階で、被災地、被災地外、あるいは公的備蓄、流通在庫備蓄のいずれの調達、

供給ルートで対応したのか、需給のバランスも含めて明らかにした。

約16兆９千億円という推計が出ている。

一方、今回の大震災において、物流あるい

はサプライチェーンの重要性が改めて認識さ

れたところである。被災者に対する緊急救援

物資が届かない、あるいは被災地の小売店舗

に商品が届かない、あるいは被災地外におい

ても小売店舗から商品がなくなる、あるいは

自動車産業等で部品が調達できず、生産が止
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2011年3月11日に発生した東日本大震災は、

未曾有の被害をもたらした。警察庁緊急災害

警備本部資料によると、2012年1月27日現在、

死者は15,845人、行方不明者は3,368人にのぼ

る。建物被害も全壊128,525棟、半壊242,866棟、

損壊した住宅や道路などの直接的な被害額は
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まってしまうという事態が発生した。平常時

においては物流が動いているのが当たり前で

あるが、有事の際に、改めて物流が我々の生

活、経済、産業を支えているということを認

識させたといえる。

今回の震災により、被災地に対する緊急救

援物資のロジスティクスにおいて、どのよう

な問題が発生したのか、そして今後の対応と

してどのような課題があるのかについては、

拙著「東日本大震災での緊急救援物資供給の

問題点と課題」においても述べたところであ

る。さらに国土交通省は、2011年12月に「支

援物資物流システムの基本的な考え方」を公

表したほか、日本ロジスティクスシステム協

会、日本物流団体連合会も、それぞれ今後の

震災に対応したロジスティクスに関する提言

を取りまとめている。特に、ロジスティクス

面からみると、国、地方自治体だけでの対応

には限界があり、管理、具体的なオペレーショ

ンにおいて、ハード、ソフトの両面で、民間

資源をいかに有効に使うか、公共と民間の連

携が重要な共通課題として挙げられている1）。

このように現在、東日本大震災における教

訓を踏まえ、ロジスティクス面での今後の対

応について、さまざまな機関で喫緊の課題と

して検討がなされているところである。ただ

し、今回の震災において発生した物資供給面

での様々な問題、課題が指摘されているもの

の、現実にどのような事態が起きたのかにつ

いては、断片的な資料にとどまっている。有

事の際の対応であり、記録が残っていないこ

とも多く、体系だった資料として整理されて

いないのが現状である。

さて、本学は、茨城県南部の龍ヶ崎市に位

置し、今回の震災において、人的被害はな

かったものの、研究室の書棚などが倒れるな

どの被害があった。岩手県、宮城県、福島県

の東北３県の被害が、特に甚大であったこと

から、茨城県の被災状況が報道されることは

少なかったが、茨城県北部を中心として被害

は大きかった。さらに、多数の避難者が発生

したのに対して、避難所に食料、生活必需品

が届かないという緊急救援物資供給に関する

問題が発生した。このような状況に対応する

ため、茨城県は、「茨城県における緊急物資

輸送体系の検討委員会」において、「茨城県

における緊急物資輸送体系の検討報告書」を

2011年12月にまとめた。市町村、トラック協

会、倉庫協会、物流事業者などからのヒアリ

ングなども含めて、今回の震災における物資

供給の対応状況、その問題点、特に緊急輸送

体制の課題をまとめている。

災害時における緊急救援物資供給は、時間

の経過とともに変化する需要に対して、どの

ように調達、供給していくかが重要となる。

そして、その際、被災地内の備蓄、被災地外

からの供給をどのように組み合わせていくか

を検討することが必要となる。

本研究は、東日本大震災において、緊急救

援物資の調達、供給ルートごとに、食料、飲

料、生活必需品等がどのように供給されたの

か、茨城県の状況を、茨城県、各市町村の防

災計画、震災対応の資料、各種新聞などをも

とに、時間軸も含めて整理した。そして、緊

急救援物資の時間の経過とともに変化する需

要に対して、どの調達、供給ルートで対応し、
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需給のバランスが、どのようであったのか分

析することを目的とするものである。

茨城県は、3月11日14時46分に三陸沖で発

生したマグニチュード9.0の地震で、震度６

強が、日立市、高萩市、常陸大宮市、笠間市、

那珂市、小美玉市、鉾田市、筑西市の8市、

震度６弱が水戸市、ひたちなか市、東海村、

石岡市、取手市、つくば市、鹿嶋市、土浦市、

桜川市、常総市、常陸太田市、北茨城市、潮

来市、坂東市、稲敷市、かすみがうら市、行

方市、つくばみらい市、茨城町、城里町、美

浦村の21市町村であった。また、3月11日15

時15分に茨城県沖で発生したマグニチュード

7.7の地震で、震度６強が鉾田市、震度６弱

が神栖市、震度５強が17市町村であった。

この地震による津波被害も大きく、14時49

分に津波警報が発表され、大洗港は15時17分

に第１波の1.2メートル、その後最大波5.0ｍ

を観測した。また、気象庁によると北茨城市

平潟町の津波の高さは6.9ｍに達したと報告

している。

2012年1月27日の警察庁発表資料によると、

東日本大震災による茨城県での死者は24人、

行方不明者1人、負傷者707人、建物被害は全

壊3,064棟、半壊23,839棟、一部破損172,749棟、

床上浸水1,719棟、床下浸水710棟、非住家被

害14,406棟、道路損壊は307 ヶ所、橋梁被害

は41 ヶ所となっている。

ライフラインも各地で寸断され、停電は、

11日23時現在で約87万世帯、12日15時現在

で約54万世帯、17日15時現在で135,890世帯、

水道も12日14時半現在で19市5町1村が全域断

水、7市3町が一部断水であった。ガスも日立

支社管内などで供給が停止した。

各市町村では住民に対して、避難指示、避

難勧告を出した。3月12日0時半現在の避難指

示は水戸市、鹿嶋市、筑西市、つくばみらい

市、ひたちなか市、大洗町、城里町の7市町、

避難勧告は日立市、笠間市の2市、3月12日8

時現在の避難指示は水戸市、北茨城市、ひた

ちなか市、鹿嶋市、鉾田市、小美玉市、大洗

町、城里町の８市町、避難勧告は日立市、結

城市、常陸太田市、高萩市、神栖市、茨城町、

大子町、美浦村の８市町村で出された。

茨城県全体の避難者数の推移は表１のとお

りであり、3月12日午前8時が最も多く、避

難所を設置したのは40市町村、避難所数は

594 ヶ所、避難者数は77,285人に達している。

13日は約6万人、14日は11時半に47,834人で

あったが、夕方には23,046人にまで減少して

いる。16日は9時に12,347人であったが、17

日9時には7,920人と1万人を割った。19日か

らは福島県からの避難者の受け入れをはじめ

た。3月30日の避難所での避難者数は1,956人

であるが、福島県からの避難者数の数が県内

の避難者数を上回った。12月22日時点で避難

者はいなくなり、避難所はすべて閉鎖された。

3月12日時点の茨城県が発表した市町村別

避難者数は、表２のように、日立市、水戸市

が最も多く、1万人を超えている。続いて、

神栖市が約7,000人、ひたちなか市が5,000人

強、高萩市、北茨城市が約4,500人となって

３．茨城県における避難所の状況と
　　物資需要について

２．東日本大震災による、
　　茨城県の被害の概況
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表１　茨城県における避難者数の推移

表２　市町村別避難者数（3月12日8時現在）

出典：茨城県資料より作成

出典：茨城県資料より作成



緊急救援物資の調達、供給ルート別にみた供給状況と需給バランスからみた課題

66

いる。このように茨城県北部を中心として、

広域に避難者が発生している状況がうかがえ

る。

これだけの多くの避難者が発生したこと

は、それに対応した食料、生活必需品の確保

が必要となる。茨城県資料から計算すると、

１日の平均避難者数は3月12日が75,143人、

13日が60,848人、14日が35,440人となり、12

日から14日までの初動期の３日間の延べ避難

者数は171,431人に達する。さらに、これを

１日３食で、単純に計算すると、514,293食

分必要だったということになる。

（1）茨城県の物流に関わる防災計画と備蓄状

況

緊急救援物資確保についての基本的な考え

方は、災害発生３日以内の食料と最低限必要

な生活必需品は被災地内で確保することが前

提となっている。すなわち、各家庭、企業等

における備蓄が求められており、さらに各市

町村、各都道府県においても３日分の食料と

最低限必要な生活必需品を備蓄することが求

められている。３日目までは被災地外からの

救援は人命救助が第１優先にされること、３

日目以降は、道路等の交通インフラが徐々に

回復し、被災地外からの緊急救援物資が供給

されることが前提となっている。また、茨城

県地震被害想定調査結果（1997年）に基づく、

茨城県南西部地震での想定り災人口（226,990

人）が、茨城県の備蓄目標の根拠となってい

る。

茨城県の防災計画によると、食料の備蓄並

びに調達体制の整備として、「県は、災害時

における市町村段階での必要量の確保が困難

となった場合に備え、非常用食料及び飲料水

の計画的な備蓄・調達体制の整備を行うもの

とする。なお、県の備蓄形態は、公的備蓄及

び流通在庫備蓄の２形態とし、県は想定され

るり災人口の概ね３日分に相当する量を目標

として備蓄を行うものとする。」としている。

公的備蓄は、食糧の具体的品目として、パン、

おかゆ、クラッカー、チョコレート、飲料水

等、備蓄場所は、県内数ヶ所に設置する県の

広域活動拠点等としている。また、流通在庫

備蓄は、県は、県内の食品製造業者及び小売

業者等の協力を得て、「災害救助に必要な物

資の調達に関する協定」の締結等を行うこと

により、ビスケット・クッキー、即席メン、

缶詰、粉ミルク、梅干、漬物、みそ、しょう

ゆ、塩、砂糖、飲料水（ペットボトル）といっ

た食料の確保を行うとしている。輸送は、「原

則として協定締結事業者が県の指定する引渡

し場所までの物資の輸送及び引渡しを行うも

のとする。事業者による輸送が困難な場合は、

県が車両を調達し、緊急輸送を行う。」となっ

ている。

同様に、生活必需品等の備蓄並びに調達体

制として、「県は、災害時における市町村段

階での必要量の確保が困難となった場合に備

え、避難所生活等において必要不可欠な毛布

等の備蓄を行うほか、日常生活に必要となる

各種の生活必需品の調達体制の整備を行うも

のとする。県の備蓄形態は、公的備蓄及び流

通在庫備蓄の２形態とし、県は想定されるり

災人口に相当する量を目標として、避難生活

４．茨城県、市町村の物流に関わる
　　防災計画
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等において必要不可欠な毛布等の生活必需品

の備蓄を行うものとする。」としている。公

的備蓄は、生活必需品等の備蓄品目として、

毛布、ビニールシート、簡易トイレ等、備蓄

場所は、県内数ヶ所に設置する県の広域活動

拠点等を備蓄場所としている。

実際の運用として、県の既存の備蓄倉庫の

スペースを限界まで利用して、おおよそ目標

の５％分を公的備蓄している。すなわち残り

の95％分は流通在庫備蓄である。公的備蓄の

状況は表３のとおりであり、食料については、

パン、米飯、おかゆ、クラッカーで約12万食

分となっている。

流通在庫備蓄は、県は、県内の小売業者等

の協力を得て、協定の締結等を行うことによ

り、寝具（毛布等）、日用品雑貨（石鹸、タ

オル、歯ブラシ、歯磨き粉、トイレットペー

パー、ゴミ袋、軍手、バケツ、洗剤、洗濯ロー

プ、洗濯バサミ、蚊取線香、携帯ラジオ、老

眼鏡、雨具、ポリタンク、生理用品、ティシュ

ペーパー、ウェットティシュ、紙おむつ等）、

衣料 品（作業着、下着、靴下、運動靴等）、

炊事用具（鍋、釜、やかん、包丁、缶切等）、

食器（箸、スプーン、皿、茶碗、紙コップ、

ほ乳ビン等）、光熱材料（ローソク、マッチ、

懐中電灯、乾電池、ＬＰガス容器一式、コン

ロ等付属器具、卓上ガスコンロ等）、その他（ビ

ニールシート等）といった生活必需品の確保

を行うとしている。輸送は、食料と同様であ

る。茨城県が流通在庫備蓄協定を締結してい

るのは、22団体である2）。

（2） 市町村の物流に関わる防災計画と備蓄状

況

上記の県計画のもと、県内の各市町村では

食料、生活必需品の供給体制の整備に関する

計画を策定している。例えば今回の震災の被

害の大きかった北茨城市は、防災計画におい

て、「市は、県、市民、流通備蓄等により、

り災人口の３日分の食料備蓄、想定避難所生

活者数分を目標に、毛布等の備蓄に努め、市

民への啓発、食料品販売・流通業者等との協

定の推進を図る。また、孤立化等に備えた分

散備蓄に努める。」としている。

食料については、災害発生当初は、市の備

表３　茨城県の公的備蓄

注：備蓄倉庫は県西地区防災活動拠点、県南総合防災センターの２ヶ所であり、他の８ヶ所は保管倉庫
出典：茨城県資料より作成
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蓄食料で対応するが、備蓄品が不足する場合

は、市内の食料品業者などから調達するとし

ている。北茨城市における公的備蓄は、防災

計画によれば食料品はアルファ米（五目、わ

かめご飯）600食、ワンクイックライス（ド

ライカレー、五目めし）2,240食、即席おか

ゆ740食、毛布は323枚となっている。

　

既に述べたように、災害発生３日以内の食

料と最低限必要な生活必需品は被災地内で確

保することが前提となっている。そして、各

家庭、企業等における備蓄も求めている。し

かしながら、今回の震災のような津波被害の

場合においては、被災者は、着の身着のまま

避難せざるを得ず、食料、生活必需品をもっ

て避難所等に避難することは困難となる。

避難所への緊急救援物資供給の主要ルート

は、図1のように整理できる。①被災地市町

村の公的備蓄の供給、②被災地市町村の流通

在庫備蓄の供給、③県の公的備蓄の供給、④

県の流通在庫備蓄の供給、⑤国からの供給、

⑥県、市町村の防災協定等がある他地方自治

体からの供給、⑦一般企業、個人からの供給

である。

①、②、③、④の被災地の市町村、県によ

る供給については、災害発生直後からの供給、

３日分程度の食料確保が前提となる。被災地

外からの⑤、⑥、⑦は、３日目以降、順次供

給されるルートとなる。

図１　緊急救援物資の調達、供給ルート

５．緊急救援物資の調達、
　　供給ルート別にみた対応状況
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①被災地市町村の公的備蓄の供給

被災地内の市町村の備蓄倉庫からの供給で

ある。災害発生当日など最も早い段階での供

給が期待されるが、備蓄倉庫が未整備の市町

村もある。また、倉庫があっても備蓄量が少

なく、今回の震災では、避難者数が多い市町

村では、需要に対応しきれなかった場合が多

い。例えば、北茨城市では避難者数はピーク

時5,000人を超えたのに対して、備蓄量は3,840

食分、毛布は323枚にとどまっていた。

②被災地市町村の流通在庫備蓄の供給

災害時に、市町村市内に店舗を置く事業所

等と協定を締結し、流通在庫の提供を受ける

協定を締結している市町村が多くなってい

る。公的備蓄が十分でなく、流通在庫に頼っ

ていた部分も多い。今回の震災では、市町村

は支援要請をしたものの、地元商店等の被害

が甚大であり、流通在庫の供給がほとんどで

きない状態が多く発生した。また、国道６号、

常磐自動車道が通行止めとなったことも、輸

送を大きく制約し、初動段階での供給量は少

なかった。

①、②の被災地市町村での公的備蓄、流通

在庫備蓄による供給では、今回の震災におい

ては、量的に需要を満たすことができない状

態が多く発生した。そのため、市町村は、県

に対して震災発生直後から表４のように、緊

急救援物資等の要請を行っている。3月12日0

時半には、16市町村から要請があり、確認作

業が進むにつれて、市町村数は増え続けた。

15日8時現在で、茨城県内44市町村のうち、

古河市、守谷市、稲敷市、小見玉市の４市町

を除いた40市町村から緊急救援物資等の要請

がなされている。

③県の公的備蓄の供給

県の備蓄倉庫からの供給である。①と同様、

災害発生当日など最も早い段階での供給が期

待される。被災地市町村での備蓄が不足した

こともあり、県では10 ヶ所ある備蓄保管場

所から、物資を供給している。震災発生直後

から対応しており、11日午後10時頃、茨城県

は茨城県トラック協会に緊急輸送の依頼をし

ており、その要請に応じて、物流事業者が、

筑西市の県西地区防災活動拠点から緊急救援

物資（毛布 2,000枚）を日立市に輸送し、12

日午前5時に到着している。

茨城県は、12日午前10時40分現在で、食料

については、パン、米飯、おかゆ、クラッ

カーで約12万食分の備蓄のうち、7割強とな

る86,190食分を供給予定としている。さらに、

飲料水は備蓄6,000リットルのうち5,868リッ

トル、毛布は備蓄17,000枚のすべてを供給予

定としている。しかしながら、県の公的備蓄

は、現状として備蓄全体の5％分しかなく、

県全体で、ピーク時には77,300人に達した避

表４　市町村から県への
緊急救援物資等の要請状況

出典：茨城県資料より作成
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難者数には対応が難しかったといえる。なお、

備蓄倉庫から市町村への輸送については、市

町村の公用車による引取りが多かった。

④県の流通在庫備蓄の供給

災害時に、県内の食品製造業者及び小売業

者等の協力を得て、流通在庫の提供を受ける

協定を締結している。県においても、公的備

蓄が十分でないことから、流通在庫に依存し

ていた部分が多い。流通在庫備蓄協定を締結

している22団体のうち、今回、納品のあった

団体は12団体である。3月12日には、飲料水

約15万本が被災市町村に引渡しされているほ

か、食料も12日から引き渡しが始まり、14日

までに約77,000食分の引渡しがあった。毛布

についても、13日に約1,500枚の引渡しがあっ

た。

震災後３日目までの比較的早い段階から、

供給されたといえるが、県内の食品製造業者

及び小売業者等の被害が甚大であること、被

災したのが広域であったことなどにより、流

通在庫の供給量が少なく、想定量を確保でき

ない状態が多く発生した。また、国道６号、

常磐自動車道が通行止めとなったことが、制

約となった。

③、④の県の公的備蓄、流通在庫備蓄によ

る供給量では、今回の震災においては、需要

量を満たすことができない状態が多く発生し

た。そのため、被災地外から県を通じての供

給が主要なルートとなっていくことになる。

⑤国からの供給

災害時の緊急救援物資供給については、従

来は被災した都道府県が物資を調達し、被災

地に供給するという考え方であった。しかし

ながら、東日本大震災の被害は甚大であり、

政府の緊急災害対策本部が物資を調達し、被

災した県に向けての輸送を実施した。政府は

緊急輸送について、国土交通省を通じて全日

本トラック協会に依頼し、全日本トラック協

会が配車手配するという流れであった。3月

11日から5月9日までの政府による被災地への

累計輸送実績は、食料18,977,151食、飲料水

4,601,965本、毛布等458,159枚、延べ輸送先

数2,032地点、トラック1,925台であった。全

日本トラック協会での被災地向け全体での緊

急救援物資車両手配台数は、3月13日が115

台、14日が203台と最も多く、その後15日が

99台、16日が86台と推移している。茨城県に

対しては、3月15日から、政府からの物資が

到着しはじめている。食料については、15日

にカップラーメン30,000個、16日にご飯（調

理済）15,000食、菓子パン30,000個、17日に

レトルトカレー 22,000食、26日にレトルト

ご飯10,000食、飲料については、15日にお茶

79,512本、毛布は17日に4,800枚、18日に3,000

枚を受け入れている。これについては、県が

仕分けして各市町村へ供給しており、その体

制は次章で述べる。

⑥県、市町村の防災協定等がある他地方自治

体からの供給

防災協定を結んでいた地方自治体から茨城

県に救援物資が供給された。都道府県関連と

しては、全国都道府県災害時応援協定により

サポート県と定められた香川県、山梨県、奈

良県から、５県相互応援協定により栃木県か

ら、その他群馬県、新潟県、愛知県、広島県、

岐阜県等から救援物資が供給された。食品
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については、3月22日に香川県から菓子パン

5,000個、アルファ米26,000個、缶詰12,000個、

飲料については、新潟県から15日に水2,000

リットル、17日に10トントラック21台で、水

208,800リットル、22日に香川県から水6,156

リットル、粉ミルク7ｋｇ、哺乳瓶付ミルク

250本、24日に山梨県から水13,680リットル、

26日に奈良県から水24,150リットル、山梨県

から水9,828リットル、愛知県から水6,000リッ

トル、30日に広島県から水63,984リットル、

毛布については22日に岐阜県から3,200枚を

受け入れている。その他、マスク、手袋、オ

ムツ、軍手、タオル、下着、ブルーシート、

土のう、灯油なども供給されている。救援物

資の量は比較的多いものの、新潟県を除いて、

食料、飲料の受け入れ日は22日以降となって

いる。

また、市町村においても、防災協定、姉妹

都市等を締結している他市町村などから救援

物資が供給された。新聞記事によると、早い

対応としては、埼玉県飯能市が高萩市に向

けて3月11日に食料4,500食、水3,600本、毛布

などを輸送し、また、12日にも食料3,000食、

毛布1,000枚、給水袋2,550枚、給水タンク2基

を輸送している。12日に長野県松本市が水戸

市に向けて、毛布3,410枚、アルファ米400食

を輸送している。13日には長野県中野市が北

茨城市に向けて、毛布300枚、水（1.5リット

ル）780本、食料（ソフトパン、アルファ米）

1,564食などを輸送している。その後18日に、

山形県山辺町が日立市に向けて、水1トン分、

コメ1.5トン、クラッカー 3,500食分、リンゴ

280キロ、同じく18日に守谷市が北茨城市、

常陸太田市、ひたちなか市、潮来保健所に向

けて、アルファ米 5,000 食、飲料水（500ml 

ペットボトル）19,200 本、粉ミルク（850g） 

880 缶、毛布 1,000 枚、山口県萩市、島根県

浜田市が鉾田市に向けて、米、カップ麺、毛

布、布団などを輸送している。19日に水戸市

が城里町に向けて、食料、飲料水、毛布など、

つくば市が北茨城市に向けて、食料品、粉ミ

ルク、紙おむつなどを輸送している。

⑦一般企業、個人からの供給

茨城県内、県外の一般企業、個人から提供

された物資も多くある。茨城県が企業等60団

体と締結している災害支援協定に基づき供給

されたものと、県、市町村からの要請によら

ずに供給されたものがある。茨城県の資料に

基づき集計すると、提供件数は450件となっ

ている3）。品目別の件数をみると、食料131

件（29.1％）、飲料71件（15.8％）、生活必需

品124件（27.6％） 、医薬品7件（1.6％）、衣

料品49件（10.9％）、毛布・布団17件（3.8％）、

その他49件（10.9％）、不明2件（0.4％）となっ

ており、実際の量の比率はわからないものの、

件数では食料、生活必需品、飲料の順となっ

ている。提供主の種別でみると、業界団体・

各種団体84件（18.7%）、企業185件（41.1%）、

病院19件（4.2%）、個人企業・商店65件（14.4%）、

学校7件（1.6%）、個人・市民団体73件（16.2%）、

外国10件（2.2%）、その他・不明7件（1.6%）

となっている。企業が最も多く41.1%、続い

て業界団体・各種団体が18.7%となっている。

個人・市民団体についても16.2%ある。受け

入れは3月12日からされ、17日が53件と最も

多くなっている。その後も28日頃までは、多
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６．被災地外等からの緊急救援物資
　　の供給ルートの対応状況

くの物資が提供されている。しかしながら、

一般企業、個人からの受け入れは、県からの

要請によるものではないものも多く、様々な

問題が発生している。被災者の需要は、時間

の経過と共に変化しているのに対して、受け

入れた救援物資が需要に合わない、あるいは

計画的な受け入れができないという問題が発

生した。４月後半には、到着する物資が滞留

し、緊急に使わない飲料水などを別途営業倉

庫に保管するという事態も起きている。

前章で検討したように、今回の震災では県、

市町村の公的備蓄、流通在庫備蓄による供給

量だけでは、需要量に対応できず、国等の被

災地外から調達し、避難所に供給するのが主

要なルートとなった。国等の被災地外から提

供される緊急救援物資については、図２のよ

うに、被災地外→県（１次物資集積所）→市

町村（２次物資集積所）→避難所というルー

トによって供給が行なわれた。

茨城県は、被災地外からの物資の受け入れ

のため、3月12日に、当初、備蓄倉庫と指定

していた県西地区防災活動拠点（筑西）、県

南総合防災センター（取手）と、常陸太田、

鉾田の合同庁舎の４ヶ所を1次物資集積所と

して、仮指定した。しかしながら、集積所が

分散していることは、物流の管理上効率が悪

いこと。かつ仮指定した場所は、集積所とし

て整備された施設ではなく、アクセスが大型

トラック対応になっていない、荷役・仕分け

といった作業がしづらいなどの問題が発生し

た。そのため、3月21日からは、１次物資集

積所の機能を、県庁近くのスポーツセンター

１ヶ所に集約した。各市町村の２次集積所に

ついても同様で、役所や消防署などの駐車場

といった小規模な施設が利用された。例えば、

北茨城市は公用車用車庫、高萩市は体育館、

図２　被災地外等からの緊急救援物資の供給ルート

出典：茨城県における緊急物資輸送体系の検討委員会「茨城県における緊急物資輸送体系の検討報告書」
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日立市は消防本部を利用したものの、大型ト

ラックが横付けできない、フォークリフトが

使えないなど効率的な物流作業が難しい状況

が発生した。

１次物資集積所は茨城県、２次物資集積所

は市町村が設置し、自治体の職員が中心と

なって、集積所が運営されたが、物流機器が

使用できない施設環境であり、人海戦術によ

る手作業の荷役、保管、仕分け作業が行なわ

れた。例えば、新潟県から17日夜に県庁に到

着した10トントラック21台分のペットボトル

の水は、パレットに積んでおらず、県職員数

10人で荷役を行った。このように集積所での、

荷役、仕分け作業などが、効率的に行われな

かったために、避難所への物資供給が、時間

的に遅れた可能性がある

また、自治体の職員には、ロジスティク

スのノウハウがなく、大きな制約となった。

その後、効率的な作業への移行を図るため、

茨城県からの要請により、3月24日茨城県ト

ラック協会から物流専門家２名を派遣した。

これによって、物資集積所での人海戦術から

フォークリフト作業への移行、配送車両の依

頼、時間調整といった業務の効率化等が図ら

れた。

輸送については、茨城県トラック協会が、

協定に基づき、県の１次物資集積所から市町

村の２次物資集積所および県が管理する避難

所向けを担当した。茨城県から茨城県トラッ

ク協会への輸送依頼の実績は、図３のとおり

である。一方、市町村の２次物資集積所から

避難所への配送は、各市町村によって行なわ

れ、市町村の公用車や給食センターなどの車

両などが主に使用された。

なお、緊急救援物資の供給において、どの

ような問題が発生したのか、今後の課題等に

ついては、茨城県緊急物資輸送体系の検討委

員会「茨城県における緊急物資輸送体系の検

図３　茨城県から茨城県トラック協会への輸送依頼の実績

注：輸送月日ベースでの集計
出典：茨城県における緊急物資輸送体系の検討委員会「茨城県における緊急物資輸送体系の検討報告書」
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討報告書」、国土交通省「支援物資物流シス

テムの基本的な考え方」、矢野裕児「東日本

大震災での緊急救援物資供給の問題点と課

題」に、詳しく分析されており、民間資源の

活用、公共と民間との連携、業界団体との協

定の見直し、集積所機能の強化など様々な課

題が挙がっている。

茨城県の地元新聞によると、3月17日に「物

流回復に遅れ」、3月18日に「発生から1週間、

物資不足続く」といった見出しがみられる。

さらに、「北茨城市の避難所に毛布はなく、

食べ物もなかった。最初の食事は12日夕方

のおにぎり1つだった」、「支給品少なく不満

も。大洗町で13日支給されたのはおにぎり1

個だった」という記事もみられる。この記事

がすべての避難所での状況を反映したかは、

不明であるが、着の身着のまま避難した被災

者に対して、避難所において十分な食料、飲

料、毛布等が確保できていなかったことが予

想される。

本稿では、緊急救援物資の調達、供給ルー

トごとに、食料、飲料、生活必需品等がどの

ように供給されたのかについて、整理した。

緊急救援物資の需要は時間の経過とともに変

化する。それに対して、調達、供給ルートは

大きくは、①被災地市町村の公的備蓄の供給、

②被災地市町村の流通在庫備蓄の供給、③県

の公的備蓄の供給、④県の流通在庫備蓄の供

給、⑤国からの供給、⑥県、市町村の防災協

定等がある他地方自治体からの供給、⑦一般

企業、個人からの供給の７つに分けられる。

震災発生後、どの段階で、どの調達、供給ルー

トで供給されたのかを明らかにした。

そして、それぞれのルートでの供給状況と

時間の関係から、需給のバランスをみると、

被災地市町村の公的備蓄は早い段階で供給さ

れたものの、量的には不足し、流通在庫につ

いても供給量は不足した。そこで、被災地市

町村は県に対して、緊急救援物資等の供給要

請を行っている。県においても、早い段階か

ら公的備蓄を避難所に供給している。しかし

ながら、公的備蓄の割合は小さく、流通在庫

備蓄に頼らざるを得ない状況であった。協定

を締結している団体からは、12日から供給が

始まるなど、早い対応であったものの、県内

の食品製造業者及び小売業者等の被害が甚大

であること、被災した地域が広域であったこ

となどにより、流通在庫の供給量が少なく、

量が確保できない状態が多く発生した。

そこで、国からの供給、県、市町村の防災

協定等がある他地方自治体といった被災地外

からの供給を要請することとなった。政府か

らの物資は、3月15日から到着しはじめてい

る。防災協定等を結んでいた地方自治体から

は、受け入れ日は大半が22日以降となってい

る。これらのルートでの供給量は多いものの、

到着してからも、さらにその後、２次物資集

積所を経由して、避難所に届くことを考える

と、震災発生後、相当日数が経過してから避

難所に届いたと考えられる。

一方、一般企業、個人からの供給は、茨城

県内、県外から提供されており、比較的早い

段階から供給されたものもある。しかしなが

ら、受け入れた救援物資が需要に合わずに山

７．まとめ
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積みされる、あるいは計画的な受け入れがで

きず、緊急救援物資の受け入れ作業全体に影

響をもたらすということが起きている。

時間の経過とともに変化する需要に対し

て、調達、供給ルートを最適に組み合わせ、

避難所に供給していくという視点からみる

と、次のような課題がある。震災発生後３日

目までの需要のピークに対しては、被災地の

県、市町村の初動期の公的備蓄の拡充、流通

在庫備蓄利用のため民間との連携の強化が課

題となる。その後の３日目以降の対応が中心

となる被災地外からの供給についても、被災

地外でのより早い時期での供給可能な体制の

構築、１次集積所から避難所までの供給のス

ピードアップのために、被災地内の集積所機

能の強化、民間事業者との連携による輸送力

の強化が課題となる。さらに、一般企業、個

人からの供給は、受け入れの管理、受け入れ

制限の強化が課題となる。

最後に、本論文作成に当たって、様々な資

料を御提供いただき、かつ御教示をいただい

た茨城県緊急物資輸送体系の検討委員会の各

委員、茨城県、日通総合研究所の大島弘明氏、

峯猛氏に感謝する次第である。

注
１）民間資源をいかに有効に使うかについて、具体

的に関東運輸局が「首都直下地震等の想定地域
における民間の施設・ノウハウを活用した災害
に強い物流システムの構築に関する協議会」を
立ち上げたほか、東海地震に対応して東海ブ
ロックで、東南海・南海地震に対応して近畿ブ
ロックで、南海地震に対応して中国・四国・九
州ブロックで、それぞれ2011年12月に協議会を
立ち上げ、検討している。

２）茨城県が流通在庫備蓄協定を締結しているの
は、県医薬品卸業組合（医薬品）、関東農政局
茨城農政事務所（米穀）、イトウ製菓（ビスケッ
ト・クッキー）、ヤマダイ（即席麺）、日清食

品（即席麺）、茨城県生活協同組合連合会（飲
料水、生活必需品）、カスミ（飲料水、生活必
需品）、茨城県牛乳協同組合（牛乳）、茨城県高
圧ガス保安協会（ＬＰガス充填容器、ＬＰガス
付属器具、カセット式ガスコンロ）、茨城県学
校給食会（米飯、パン）、寺島薬局（簡易トイ
レ、主食用缶詰・レトルト食品、食用油、ベビー
フード、飲料水、紙皿、割り箸、ラップ、シャ
ンプー、マスク）、北関東リネンサプライ（布
団、毛布）、レンタルのニッケン東関東支店（仮
設トイレ、発電機）、ジョイフル本田（飲料水、
寝袋、鍋釜、箸・スプーン、紙皿、おむつ、ほ
乳瓶、炭、使い捨てカイロ）、山新（防水シート、
寝袋、石けん、タオル等、鍋釜、おむつ、ほ乳瓶、
ガムテープ、炭、使い捨てカイロ）、イオン関
東カンパニー（主食用缶詰・レトルト食品、お
茶、紙皿、割り箸、ラップ、シャンプー、マスク、
寝袋、炊き出し用釜、家庭用ろ水器、ガムテー
プ、炭、使い捨てカイロ）、セブンーイレブン・
ジャパン（食糧・水、日用品、炊事用具等、衣類、
生理用品等）、イー・ドリンコ関東（飲料水等）、
カインズ（防水シート、寝具類、衣類、食糧・水、
日用品、炊事用具等、生理用品、おむつ、ほ乳
瓶他）、コメリ災害対策センター（防水シート、
仮設トイレ等、寝具類、衣類、日用品、炊事用
具等、生理用品、おむつ、ほ乳瓶他）、サントリー
フーズ（飲料水等）、ローソン（食糧・水、下
着類、タオル、懐中電灯・電池、ろうそく、ウェッ
トテッシュ他）の22団体である。

３）件数は、茨城県の資料に基づき、集計した。た
だし、提供先の種別、品目は、筆者が判断した
ものである。また、複数品目が含まれている場
合も多いが、主要品目で集計した。なお、無償
貸与は集計からはずした。
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